
令和８年度授業料減免補助金 事業計画提出予定調査票

学校名
回答日

１．失職（全額減免）
申請見込件数 件
対象見込金額 円

２．収入減（２分の１減免）
申請見込件数 件
対象見込金額 円

３．学校の授業料
円

４．傷病による収入減
申請見込件数 件

５．小中継続支援（補助上限：月額２８,０００円）学年別申請見込件数
小学校１年生 件 件
小学校２年生 件 件
小学校３年生 件 件
小学校４年生 件
小学校５年生 件
小学校６年生 件

提出期限：令和８年11月13日（金）
 

※　黄色セルに回答を入力してください。
※　提出の要否については「提出の要否について（フロー図）」のシートをご確認ください。
※　学校ごとにご回答願います。

中学校１年生
中学校２年生
中学校３年生



その後

その後

事業計画書（添付書類含む）を直近の提出期限
（10月末）までに提出できますか。

授業料減免補助金　調査票の提出の要否について（小・中学生の場合）

生徒・保護者から、授業料減免補助金を申請したい旨の申し出（相談）がありましたか。

失職（全額減免）／収入減（２分の１減免）/小中継続支援のどの制度で申請する予定ですか。

補助対象となる見込みがありますか。 補助対象となる見込みがありますか。

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ 該当しません。はい

失職

はい

（不明の場合も含む）

いいえ 調査票の提出不要

いいえ

（失職期間が１月未満の

場合など）

調査票の

提出不要

できない

いいえ

（令和８年度の課税総所得金額

が基準金額を超えていない場合

など）

はい

（不明の場合も含む） 調査票の

提出不要

できる 本査票の提出は不要です。

（事業計画書を提出してください。）

調査票を提出してください。

（令和９年１月29日（金）までに事業計画書を提出してください。）

調査票（Sheet１）を入力の上、ご提出ください。

（次の事業計画書提出期限までに事業計画書を提出できるようご準備願います。）

著しい収入減

電話にてご一報いただくか、

調査票から当該件数、見込金額を削除して（差し引

いて）本調査票を再提出してください。（メール本

文に削除の理由を記載してください。）

対象とならないことが

分かった。

電話にてご一報いただくか、

調査票から当該件数、見込金額を削除して（差

し引いて）本調査票を再提出してください。

（メール本文に削除の理由を記載してくださ

い。）

小中継続支援

対象とならないことが

分かった。



授業料減免補助金　調査票の提出の要否について（高校生の場合）

生徒・保護者から、授業料減免補助金を申請したい旨の申し出（相談）がありましたか。

高等学校等就学支援金における家計急変支援制度の認定を受ける見込ですか。

急変理由は解雇（離職理由コード11）又は破産法の手続きに基づく自営業の廃止ですか。

事業計画書（添付書類含む）を
直近の提出期限（10月末）までに提出できますか。

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ 該当しません。はい

はい

いいえ 調査票の提出不要

できない

調査票（Sheet１）を入力の上、ご提出ください。

（次の事業計画書提出期限までに事業計画書を提出できるようご準備願います。）

電話にてご一報いただくか、

調査票から当該件数、見込金額を削除して（差し引いて）本調査

票を再提出してください。（メール本文に削除の理由を記載して

ください。）

いいえ 調査票の提出不要

はい いいえ 調査票の提出不要

できる 調査票の提出は不要です。

（事業計画書を提出してください。）

調査票提出後、

対象とならないことが分かった。



件数 経費 件数 経費

1900/1/0 0 0 0 0 0 0 0

傷病
失職 収入減

回答日 学校名 授業料



小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３

0 0 0 0 0 0 0 0 0

学年別（小中）


